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「株主・投資家との対話を経営に活かす」 

資本政策やＥＳＧをテーマにしたミーティング等も増加 

― ＩＲ優良企業賞 2017 応募企業の調査結果より ― 

 一般社団法人 日本ＩＲ協議会（会長：隅 修三 東京海上ホールディングス株式会社 取締役会長）は現

在、ＩＲ優良企業賞 2017の審査を進めています。今年は、日本ＩＲ協議会の会員企業のうち 284社がＩＲ

優良企業賞 2017に応募しました。 

 本リリースは、応募企業 284社のアンケート調査の集計結果を参考までにご報告するものです。ＩＲ優

良企業賞は、ＩＲの趣旨を深く理解し、積極的に取り組んでいる企業を表彰するもので、3 段階の審査を

経て決定します。最終審査の結果は、11月中旬に発表する予定です。 

 

【調査結果の概要】 

（１）「企業・事業内容の理解促進」、「資金調達コストの低減」をＩＲの目標に掲げる比率が増加 

 ＩＲの目標を設定し、明文化しているのは、応募企業 284社の 93.3 ％となる 265社であった。多くの企業

が目標に挙げたのは「企業・事業内容の理解促進」、「株主・投資家との信頼関係の構築」、「経営戦略・経営理念

の伝達」で、これらはこの数年の結果とほぼ同様だが、今回の調査では「企業・事業内容の理解促進」が前回

（92.4％）から 4.2ポイント上昇している。このほかでは「資金調達コストの低減」（20.3％→26.8％）、「企業

イメージの向上」（44.6％→48.7％）の上昇が目立った。 

 

（２） コーポレートガバナンス・コード適用後の情報開示や対話の充実に取り組む 

 応募企業は、コーポレートガバナンス・コード適用後の開示や対話の充実に取り組んでいる。例えば「取締役

会が、そのあり方を議論して課題を洗い出し、そのプロセスや対応を可能な限り内外に説明している」という企

業は、応募企業の 56.7％にのぼり、前回（47％）から約 10ポイント上昇した。また「株主・投資家との建設的、

実効的な対話」があったとする回答は 56.3％で、前回（46.5％）を約 10ポイント上回った。具体的には、社外

取締役の選定プロセスや役員報酬、中期経営計画や資本政策などについて対話し、経営に活かしたという回答

があった。ＥＳＧをテーマにした説明会やミーティングを開催する企業も増えている。 

 

（３）非財務情報を活用した企業価値向上を示すＩＲ活動が増加 

 「非財務情報を企業価値と関連づけて説明する」という企業は応募企業の 51.4%にのぼり、前回（38.4％）を

13 ポイント上回った。ＫＰＩ（重要業績評価指標）に資本効率指標を活用する企業も多いが、その達成率は必

ずしも高くはなく、非財務情報とこうした指標をいかに紐づけて説明し、改善につなげるかが課題といえる。 

 

（４）情報開示の体制や個人投資家向けＩＲを強化 

情報開示関連の法令等が整備される中、応募企業は開示体制を整え、適切な情報開示に取り組もうとしてい

る。個人投資家が情報にアクセスしやすいよう配慮する企業も多く、「力を入れている活動」に「個人投資家

向けＩＲの強化」を挙げる企業が目立った。 
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